
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議会改革の取り組み 議員定数・報酬の削減、議会基本条例の制定 

政策立案機能の強化や情報公開などの改革を進めてきました 
枚方市議会では、さらなる議会改革の取り組みを進めるため、平成 23年度に議会改革調査 

特別委員会を設置し、年度ごとに取り組むテーマを決めて協議をしてきました。その結果、 

議員報酬や定数のあり方、議会基本条例の制定などの課題について一定の結論を出すことが 

できました。特に定数については、本年 4月の選挙から 2名減の 32名となります。これは有

権者約 1万人に１人の割合であり、中核市としては全国でトップレベルの少ないものとなります。 

また、議会従来の評価・監視機能に加え、政策立案機能を強化するため、今任期から新たに各常任委員

会で所管事務調査に取り組んできました。所管事務調査とは、常任委員会が自主的に市の事務について行

う調査のことで、常任委員会の発議により、市政の各分野における課題の解決に向け、市長等の執行機関

に対し、具体的な政策や施策を積極的に提案するものです。その他にも、インターネットを活用した一般

質問などの動画配信など、議会の情報公開についても改革を進めてきました。 

これらの改革の評価は、民間の調査研究機関の議会改革度ランキングに反映されています。日経グロー

カルの議会改革度調査で全国 813市区議会中 86位（前回 166 位）、早稲田大学マニフェスト研究所の議会

改革調査で全国 1444地方議会中 15位（前回は 92位）と、改革度ランクが上昇傾向にあります。改革度ラ

ンクはあくまで指標のひとつに過ぎませんが、やはり何らかの目標やそれに伴う評価は必要です。まだま

だ残された課題もたくさんありますが、今後もこの流れを止めることなく、さらなる議会改革に取り組ん

でいきます。                                 ＜裏面に続く＞ 

 
   

 

～５５０回継続中～ 

一人でも多くの市民の方に市政情

報をお伝えしたいという想いから、午

前 6時 20 分頃～8 時 30分頃に駅前で

「議員報告」の配布を行っています。 ※フェイスブックとツイッターのアカウントを開設しています。 
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４月２６日は枚方市議会議員選挙の投票日です 

あなたの一票が枚方の未来を決めます  選挙に行こう！ 

【今任期の議会改革の主な取り組み】 

◆議員定数の削減：34名→32 名（27年 4月の選挙から 2名削減）、年間削減額 2143 万円 

◆議員報酬の削減：6％カット（24 年 4月分から）、年間削減額 1661万円 

◆議員が兼任する審議会等の委員報酬の不支給：都市計画審議会、病院事業運営審議委員会、民生委員

推薦会などの報酬をゼロに（24年度から）、年間削減額 98万円 

◆政務活動費の使途の厳格化：交通通信費に年間上限額と按分率を導入 

◆議会基本条例の制定：通年議会の導入（27 年 5月から）、議員間討議の導入など 

 ◆インターネットでの動画配信の実施：代表質問、一般質問 

 ◆各常任委員会での所管事務調査の実施： 

総務常任委員会（中核市への移行について、総合文化施設について） 

文教常任委員会（学力向上に向けた教育環境の整備について、枚方市立図書館について） 

厚生常任委員会（保育所待機児童対策について、障害者の日中活動支援等について、児童発達支援セ

ンターについて） 

建設常任委員会（浸水対策について） 

 

３月議会報告 職員の定年退職時期を半期（年 2回）から年度末（年 1回）に 

改革の後退と受け止め、議案に反対しました 

3月 4日の本会議では、これまで 9月末と 3月末の半期ごと（年 2回）であった職員の定年 

退職の時期を 3月末の年度末（年 1回）に変更するという議案を審議しました。かつて枚方 

市では年度末退職制度を取っていましたが、中司市長時代の平成 18年に現在の半期退職制度 

に改め、年間で約 2 億円の削減効果を出していました。現在では退職する職員の減少もあり、

年間約 5000 万円の効果額になっていますが、いまだその効果額は大きいものがあります。しかし、今回の

議案はその半期退職制度を、またかつての年度末退職制度に戻すというものです。また、定年後に雇用さ

れる再任用職員については、任期満了時期を年度末から 9月・3月の半期にするというものです。 

議論の中で、財政的な効果額の比較について話がありましたが、市側からは明確な答弁がありませんで

した。約 5000 万円の効果額がある現在の半期退職制度を年度末退職に戻すとすれば、明確な効果額を示す

必要があります。私としては、民間企業で誕生月ごとに退職する制度が主流となっている中、再任用職員

も含めて民間なみの誕生日月退職とし、さらに改革を進めるべきだと考えています。また、これから定年

延長についても議論がされていく中で、今すぐ退職時期だけを取り上げて制度を小手先だけ変更するので

はなく、人事・給与制度を根本から改革していかなければならないと考えています。よって私は会派の議

員と共にこの議案に反対しました。 

しかし、結果は賛成 20人、反対 13人で議案は可決されました。7会派中、3会派が反対、2会派が賛成、

2会派で賛否が分かれました。 


